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Hanoiハノイ

ベトナムは、政治・社会情勢の安定性や親日的な国民性などにより労
務管理がしやすく、日系企業が進出する好条件が整っている。一方で、
近年はハノイ市近辺の人件費が高く、同市内のタンロン工業団地のマ
ネージャークラスでは年収が1万米ドル程度に高騰している。また、法
律の未整備、行政手続の煩雑さ、原材料・部品等の裾野産業の育成が
進んでいないことが課題となっている。中国の工場をそのままベトナム
へ持ってきたい、タイからベトナムに移転したいという企業も増え、
チャイナ・プラスワン
の動向に変化がみら
れる。

ジェトロハノイ事務所
日新電機ベトナムは、日新電機と日新電機タイが共同出資し、2005
年11月にベトナム現地会社として設立された。ハノイ市から北東約
22kmに位置するバックニン省ティエンソン工業団地の約3万
4,000㎡の敷地に第1工場、第2工場を所有し、板金溶接、切削加工、
組立によりあらゆる産業装置・
部品の生産を受託している。
日本品質と納期を厳守するた
め、生活文化の差異による基礎
知識を補完する教育プログラ
ムを開発し、従業員（580名）に
対しては、人と人のつながりの
重要性について理解を促す取
組を推進している。

日新電機ベトナム

ハノイ市中心部から東へ約5kmのイオンモール・ロンビエン（ショッ
ピングセンター）は、専門店が約180店舗、年間来店客数が約1,200
万人とベトナム北部最大のショッピングモールとして、客数、売上（年
商130億円）ともに伸長しており、2020年にはハノイで5号店をオー
プンする予定。主要顧客は月収401～600米ドルの中間層。従業員
は計約3,000名。イオン・ロンビエン店の売上の約6割は食品に依存
しており、デリカテッセンには近
代的な衛生管理システムを導
入し、生鮮食品を販売してい
る。日本ブランドの商品も比較
的安価（日本の約1.5倍程度）
で販売できるようになり、ハノイ
在住の日本人には好評である。

イオンモール・ロンビエン
ベトナムでは、2019年の目標として経済成長率6.8～6.9％、貿易額
10%増を目指している。2018年の日本からの投資件数は429件で、
全体の24.4%を占めている。日系企業は主に製造業、食品・水産加工
業が多く、ベトナム政府が投資環境の改善、進出を促進するための体
制づくりに取り組んでいる。
ベトナムには324の工業団地
があり、うち43カ所に外資系企
業が進出。政府としては、自動
車、ハイテク、IoT、AI、電子クラ
ウド、建設機械、医療サービス、
ハイテク農業、物流、再生エネ
ルギー分野への投資を歓迎し
ている。

ベトナム計画投資省外国投資庁（FIA）
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特集

本所国際交流特別委員会の納屋嘉人委員長を団長とし、日本貿易振興機構京都貿
易情報センター（ジェトロ京都）との共催により、ベトナムのハノイ・ダナンへ経済視察
団を派遣した。国内市場が縮小するなか、実質GDP成長率6.8％（2017年）と経済成長
著しい同国での新たなビジネスチャンスの可能性を模索する様々な業種の会員事業
所の経営者など、計28名が参加した。
ハノイ・ダナン両都市の経済や雇用環境などの現状と課題を把握するため、現地進出
の京都企業や支援機関、さらには現地の行政機関などとの懇談を実施した。

社会主義国であるベトナムの首都ハノイと中部最大の
政府直轄都市であるダナンを訪問しました。
1986年に市場経済を取り入れたドイモイ政策が非常
に上手く機能しており、経済成長率（実質GDP成長率）
も近年は6％を下回ることは無く、2018年は7％を超え
るとみられています。東南アジア周辺国と比べて安価な
人件費を背景に、多数の日本企業が進出しており2017
年の認可ベースでの新規投資は国・地域別の金額で
日本が1位となっています。ベトナム日本商工会議所の
会員数（723社）も2019年1月時点ではタイを抜いて
ASEAN諸国の中で最多となっています。

そのような中で課題として挙げられるのが、近年の人
件費上昇と人材確保難、都市圏の不動産賃借料高
騰、工業団地の空き不足、原材料、部品調達の輸送コ
ストなど、急激な発展に伴う負の部分です。
今後、進出しようとする企業においては「チャイナ・プラ
スワン」、「タイ・プラスワン」の動きも含め、これらに対
峙していくことが重要な検討課題になるのではないか
と感じました。
法制度の未整備、行政手続の煩雑さや不透明さなど
の課題はあるようですが、ベトナム国民は親日的で非
常にまじめなお人柄であることが現地進出企業の多く
の方 か々ら聞かれました。
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団長所感

国際交流特別委員会委員長

納屋 嘉人
株式会社淡交社
代表取締役社長

Vietnam

・   ハノイ

・  ダナン

「ベトナム（ハノイ・ダナン）経済視察団」報告

経済
概況経済

概況 ダナン市はベトナム中部経済の中心都市・同国第3の港湾都市として、人口107万人を有している。南北物流ルートの要
に位置するとともに、インドシナ半島の4ヵ国（ミャンマー、タイ、ラオス、ベトナム）を結ぶ東西経済回廊の東の基点でも
あり、近年は大型投資が相次ぎ、同市政府が目指すITや観光産業への外資の進出が順調に推移している。

Da Nangダナン

> >

滋賀県長浜市に本社を置く企業で、自動車運転席シートの表皮と
ウレタンの間に使用する不織布製補強材製造の最大手。中国での
生産量が追いつかなくなり、第
2の海外工場としてドンバンⅢ

工業団地に進出、2017年に操
業をスタートした。敷地面積4
万㎡を有し、従業員185名。中
国と比べ、人件費は約半分、生
産性は約70％。サムスン電子
などの大型外資企業（工場）進
出の影響を受け、従業員の安定
確保が難しくなっている。

大塚産業マテリアルベトナム

ハノイ市中心部から南へ約40kmに位置。ドンバンⅢ工業団地があ
るハナム省には、便利な高速道路、地域間道路があり、内陸水路も
整備されている。他に銀行や保険などの金融サービス、ホテル、レス
トラン、関税手続をサポートする税関支局が設置されており、進出し
やすい環境が整っている。また、同団地にはベトナム唯一の日系企
業専用の裾野産業用工業団地
として政府から認証された特
別優遇政策（税制、土地リース
期間など）がある。また工場の
レンタル制度など、小規模な投
資家に対する、あらゆるニーズ
に対応が可能。

ドンバンⅢ工業団地インフラ開発株式会社
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市内のホアカイン工業団地に立地。釣具（竿、リール）を中心に製造し
ており、2006年に操業を開始して以降、順調に拡大を続けている。従
業員は約2,600名で、離職率は1%前後と低い水準。従業員の多くは
女性で出産・子育て世代が多い。技術・技能が蓄積され、世界各国の
顧客のニーズに対応している。
ダナン日本商工会議所会頭企
業として日々感じる点は次の通
り。ダナンはコンパクトな都市ゆ
えに企業立地スペースが不足し
ており、ハイテク、IT、観光、裾野
産業育成、教育、環境等のバラ
ンスをどのように維持・拡大して
いくかが大きなテーマ。

ダイワベトナム

ダナン日本商工会議所（会員数127社）の所属企業との懇談会を実施。
各社の事業概況について紹介の後、質疑応答形式によりベトナムの食事
情（日本食含む）、物流、人材確保、日本製品のニーズ、人件費の上昇、材
料の現地調達の状況、単身赴任生活などについて情報交換した。

企業懇談会

昨年11月時点の累計で、日本からダナン市への投資件数は163件・
6.75億米ドルで、製造加工、情報技術産業などが占めている。同市で
は既存の工業団地に空きがなく、3ヵ所の新設計画がある。サービス
産業の誘致については、市場規模は
まだ小さく、今後、投資優遇政策を拡
充していきたい。ダナン市の労働人口
は、人口の57%を占め、平均年齢は
30歳。観光産業の発展に伴い、製造
業からサービス産業への転職が増加
している。2030年までに中部地域の
物流、サービス、製造、通信、医療、観
光の各分野で日本企業をはじめ、多
くの外資誘致を推進したい。

ダナン市投資促進支援委員会（IPA）
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ハノイ市は、人口約740万人。ベトナム社会主義共和国の首都であり、南部のホーチミン市に次ぐ第２の都市で、政治・
文化の中心として都市開発が進んでいる。日系企業の進出状況は、これまでの大規模な製造業の進出に代わり、コンサ
ルティング業や小売流通、ITなどのサービス業の投資件数がここ数年好調である。

ブリーフィング

懇　談
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視　察

視　察

視　察 懇　談

視　察

ハノイ

ワーカー 204 195 238

420 349 440

927 683 970中間管理職

製造業賃金比較 単位：米ドル／月

出典：2017年ジェトロ調査資料
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ダイワベトナム
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情（日本食含む）、物流、人材確保、日本製品のニーズ、人件費の上昇、材
料の現地調達の状況、単身赴任生活などについて情報交換した。
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昨年11月時点の累計で、日本からダナン市への投資件数は163件・
6.75億米ドルで、製造加工、情報技術産業などが占めている。同市で
は既存の工業団地に空きがなく、3ヵ所の新設計画がある。サービス
産業の誘致については、市場規模は
まだ小さく、今後、投資優遇政策を拡
充していきたい。ダナン市の労働人口
は、人口の57%を占め、平均年齢は
30歳。観光産業の発展に伴い、製造
業からサービス産業への転職が増加
している。2030年までに中部地域の
物流、サービス、製造、通信、医療、観
光の各分野で日本企業をはじめ、多
くの外資誘致を推進したい。

ダナン市投資促進支援委員会（IPA）
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ハノイ市は、人口約740万人。ベトナム社会主義共和国の首都であり、南部のホーチミン市に次ぐ第２の都市で、政治・
文化の中心として都市開発が進んでいる。日系企業の進出状況は、これまでの大規模な製造業の進出に代わり、コンサ
ルティング業や小売流通、ITなどのサービス業の投資件数がここ数年好調である。

ブリーフィング

懇　談

懇　談

視　察

視　察

視　察 懇　談

視　察

ハノイ

ワーカー 204 195 238

420 349 440

927 683 970中間管理職

製造業賃金比較 単位：米ドル／月

出典：2017年ジェトロ調査資料

エンジニア
（中堅技術者）

ダナン ホーチミン
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